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福 岡 正 章
は じ め に
日本本 国で は,1943年を境に 「本格的戦時体制」 に突 入 し,臨 時生産増強委
員会を経 て,軍 需省が設置 され る。特 に軍 需省 の設置 は,大 規模 な行政組織の
改 革 を含む もので あった1}。また,1944年には軍需会社法 が施行 され,個 別企
業 に対 す る統制 は戦時経 済の最 高段 階 に達す る2)。本稿 では,以 上の よ うな 日
本本国で の工業動員制度の展開 と,そ れに連動 して移植が進め られた朝鮮 の工
業動員制度の特徴 を明 らかにする ことを課題 にす る。
この時期の朝鮮 にお げる軍需工 業動 員制度 に関す る研 究はほ とん どない。 こ
のこ とは,植 民地朝 鮮では 日本 と比較 して,軍 需生産の担い手で あ った重化学
工業 の基盤が狭 く,未 成熟であった ことを反映 してい ると考 え られ る。例外 的
な研究 と しては,朝 鮮における軍需会社法施行の意義を検討 した金仁錦 の研究
が存在 のみ であ る⑳。金 の研 究で は,軍 需会社法 の施行,軍 需 生産責任制 を中
心 に検討 している。 しか し,軍 需会杜法 をめ ぐる朝鮮総督府,軍 需省,陸 海軍,





































得 ルガ如 キ措 置 ヲ講 ズ」の。
この要綱では,内 外地 の動 員政策 を連繋 させ るために内外地行政一 元化 の必
要性 についてのべてい るものの,非 常 に抽象的 な表現に とどま ってい る。 しか
し,航 空機 生産の増強 を特 に念 頭 においた 「決戦産業基本動 員要綱(案)」 で
は,よ り具体的な内外地の行政一元 化措置が のべ られてい る。
「外地 二於 テモ内地二於ケ ル施策 ト緊密 二連繋 シ本要綱二準 ジ措置 ス ルモ ノ ト
シ.特 二軍需会社法 ノ施行運用二付 テハ内外地 二通 ジー元的行政 ヲ行 ヒ得 ル如
ク措置 ス∫1。
この 「決戦産業基本動 員要綱(案)」 で は,軍 需会社法 の施行お よび運用 を
内外地で一元的 におこなう必要性 が強調されている、そ もそ も軍需会社法 は,
生産機 関を工場 ・事業所 レベ ルで直接 的に管理す る もので はな く,本 社を通 じ
て,工 場 ・事業所 を軍需動員 してい くものであった。 しか し,当 時の 日本企業
は,分 工場,子 会社の設立 とい った多様 な形で朝鮮 に進 出 していた。そのため,
本国にあ る本社 を軍需会社法 に基づ き軍需会社 に指定 して も,朝 鮮 において軍
需会社法が施行 され ない限 り,在 朝鮮の事 業所,工 場 の レベ ルにまで軍需省の
権限が及ばない とい う問題 を念頭 においた ものである と考えられ る、,これ は,
朝 鮮 において法律(朝 鮮で は制令)を 定め る権限が総督 にあ り,日 本 とは法域
が異 なることに起 因す る問題であ った。
それで は.軍 需省行政 をめ ぐる内外地の行政一元 化 とい うこ とは,ど のよ う
な内容を含 む もので あ ったのであ ろ うか。以下の史料をみてみ る。
「軍需大臣 ノ外地総督 二対 スル監督指示ハ軍需生産増強確保上必要アル トキハ内
務省 ヲ経出スルコ トナク直接之 ヲ行 フ ト供二軍需省及外地官庁 トノ連絡 ヲ常時緊密
二保持スル措置 ヲ講 ジ,以 テ内外地ヲ通 ジ迅速機敏 ナル軍需行政 ノ遂行 ヲ期 ス」6)。




























め。 ここでは断片的 なことしか述べ られない。 日本木国 における軍需会
＼3月19日の文書で は,外 地行政 について 「外地二於テモ本要綱 二準 ジ措置 スルモノ トシ,之 ガ定
実施二当 リテハ内地二於 ケル施策 ト特二緊密ニセ シメ,必 要二応 ジー 元的行政 ヲ行 ヒ得 ルガ如 キ
措 置 ヲ講ズ」 とい う表現 になって いる。原 ・山崎編、同上書,211べ一 ジ.






「本法(軍 需会社法一筆者)の 施行は当然に内外地一元化を前提 とすべきであ
るとの軍需省の見解に対 し,朝鮮 としては従前通 り総合行政権 と総督政治との


















した ところで,本 国官庁は朝鮮で実質的な増産政策をとることは不可能 と











朝鮮の工業動員制度は,軍 需生産責任制度,工 場事業場管理令,軍 需会社











任命 し,こ の生産責任者が,支 配人あるいは工場長を生産担当者に任命する
というものであった,、また,任 命された生産責任者は,総 督に対 して増産の
責任を負 うというものであった、 しか し,この軍需生産責任制度は,法 的な
根拠がないため,軍 需会社法のように個別企業の人事,財 務,経 営方針への
介入など,総督が企業にたい して強権を発動する手段は持たなかった。さら
に,軍 需事業 に対す る利益保証 などの優遇措置を与 えることもで きなかっ








家総動員法に基づ く工場事業場管理令を援用することにした.し か し,こ の
工場事業場管理令を援用 した ところで,総 督が企業の人事,組 織,財 務,経
営方針への介入する権限はなかった。また,工場事業場管理令では.損 失に
対する補償のみが規定 されてお り,そ の損失の内容は,「管理ガ民需品ノ生
産等二及ボシタル損失」,「管理ガ事業主ノ施設二及ボシタル損失」,「管理二
原因シ明二事業主 ノ重大ナル負担 ト認 メラルル損失」の3つ であった12}。一
方,軍 需会社法では,損 失の補償のみならず,利 益の保証,補 助などが規定











12)JACAR,Ref,【120010015895「工場 皐業場管理 令に基づ く損失補償 金額算定準則 に関す る件」
大 日記甲集,昭 和13年,防衛庁 防衛研究所所蔵・
13)「軍需生産責任制第1次 指定」 『鮮満支財界藁報」 朝鮮銀行,1944年4月号,3ペ ージ.
92(462)第172巻 第5・6号
「朝鮮の軍需会社は,概 ね朝鮮に本店を有 し,朝鮮においてのみ経営 してゐ
るが,中 には内地に本店を有す るものもあ り,また内鮮に跨つて事業を経営
する会社 もある。内地に本店のある会社軍需会社,又 は本店所在如何 に拘わ
らず,内 鮮両地域で軍需事業を経営 してをる軍需会社については,当 然に内
地の所管大臣と総督両者の関係が生 じて くるが,こ の場合には軍需会社 とな
る指定,生 産責任者の任免の如 く何れか一・方の官庁で一元的に取扱はねばな
らぬものについてのみ便宜軍需大臣が処置することになった。かように内地
の大臣 と関係の生 じるのは一元的に処理せねばならぬ ものだけてあって,朝
鮮に於ける事業そのものに対 しては完全に総督の所管に属 し,生産責任者等










こととなっていたユ5》。この ことは,朝鮮総督府が,本 国の府県行政 とは異なる










軍需会社の指定 軍 需 省 陸海軍所管工場は,陸軍,海 軍大臣
生産責任者の任免 朝鮮総督 陸海軍所管工場は,陸軍.海 軍大臣
会社経理に関する事項 朝鮮総督 陸海軍所管工場は,陸軍,海 軍大臣
生産命令に関する事項 朝鮮総督 陸海軍所管工場は,陸軍,海 軍大臣
発注,受 注に関する事項 朝鮮総督 陸海軍所管工場は,陸軍,海 軍大臣
企業間の協力関係に関する事項 朝鮮総督 陸海軍所管⊥場は,陸軍,海 軍大臣
資 料1朝 鮮 総 督 府 『官 報 』1944年1028日,1944年12月8日,5321号,5446号。




鮮では,タ ングステン,黒鉛 と水鉛(モ リプデン鉱).リシア雲母(リ シウム








前節で は,朝 鮮 総督 府 と軍需省 の権限 の問題 について検討 した。 ここでは,






第2表 朝鮮における鉱物資源の採掘 (単位1ト ン)
1943年 1944年 1943年 1944年
銅 5,379.004,950.OO燐 鉱 15,807.004,700.00
鉛 18,467.OO20,000.00硫 化 鉄 23,605.0027,000.00
亜 鉛 15,533.0014,700.OO明 馨 石 2】,487.00 25,000.00
ダ ン グ ステ ン 6,933.008,700.00珊 石 2,171.006,000.00
水 鉛 665.00 830.00藍 晶 石 2,955.009,000.00
ニ ッ ケ ル 26,172.OO 500.00重 晶 右 10,099.007,000.00
コ バ ル ト 0.OO 60.00リ シヤ雲 母 162.00 750.00
マ グ ネサ イ ト 108,469.00350,000.00コ ル ン ブ 石 0.20 1.50
雲 母 140.00 320.00モ ナ ズ 存 185.00 700.00
石 綿 5,310.006,200.00緑 柱 石 55.00 65.00
鱗 状 黒 鉛 18,308.OO31,500.00風 信 子 石 90.00 600.00
土 状 黒 鉛 78,157.0079,000.00褐 簾 石 63.00 350.00
蛍 石 69,364.0066,514.00
資料1朝 鮮総督府 「第86回帝国議 会説 明資料」1944年12月。
うな関係にあったのか,を 明らかにしたい。






























しか し,企業側からみれば,こ の生産命令は,かな り強権的なものであった。
海軍軍需局側の要望は,清津における人絹糸生産すべてを放棄 し,呂号甲液の




発動 した場合.総 督府はそれに抵抗することが難 しかったことを示 している。
22)敗戦後 、大 日本紡績 は海軍省軍需局 に,設 備転用 のために使用 した大阪本店資金179万円,清
津現地 資金llOO万円の支払 をもとめてい た。 「大 日本紡績海軍軍需局宛書簡」大 日本紡績杜 内史
料.1945年8月20日.
23)防衛庁防衛研究所戦史室 『海軍軍戦備(2)』 朝雲新聞杜 ,1975年,186ベー ジ。当初,海 軍は
「桜花」 などの 「特攻 兵器」に この呂号甲液の使用 を予定 していた.し か し,「特攻兵罫」 を早
期 に戦力化す る必要があ ウたため,火 薬 ロケ ット式が採用された。






























「三社合併及増資手続 卜併行シ京畿社 ノ企業整備二関連シ総督府 ノ決定二基キ
東棉繊維工業会社ガ其設備ノ譲受許可申請書 ヲ旧鵬二十日京畿道知事へ提出致
置候処,同 月三十日付ニテ認可有之候。諸機械中旭社へ貸与スベキ分ハ譲受 ノ





















25)朝鮮連絡役 「繊維 工業設 備譲受許可 中請認可 ノ事」東洋棉花杜内史料 .1945年1月12日・














ニテ,三井当該掛ガ支店二対 シ其批評ノ不当ヲナジリタルコ トアリ,又当社 ガ
東繊社 ト合併転用 ノ決定後モ羽布研究 ヲ放棄ゼザル態度ヲ以テ,後 味悪キ態度
トノ批ママ難 ガ支店 ヨリ放タレシ,(略)」銘)
そもそも京畿染織は東洋棉花の関係会社であ り,同社京城支店が管理してい





は,難 しかった.さ らに,総督府と軍との生産機関の争奪 もおこなわれ,工 場
レベルでの総督府と軍の管理権 も錯綜していた.,そのため総督府の生産機関に
27)京畿染織の工場所在 地は永登浦で あ り.東棉繊維丁業社はそ もそ も永登浦で はな く,新義州に
工場が存在 した,,
28)平尾精一郎 「京畿染織引継 書」東洋棉花社内史料。









企業の朝鮮進出の形態が.分 工場の設立といった形で も進められてお り,本国
で軍需会社法を施行 して も植民地の企業へは軍需省の権限が及ばないためで
あった。第2は,こ の軍需省の意図は,総督府からみれば,総 督の行政権が制



















不十分で あ り,総 督府の総合行政権 は解体 されなか った とい うことがで きる,一
【付記】 史料の閲覧については青山勲氏.土 倉和泰氏,
になりました。末尾ながら感謝申し」二げます.
穴見裕美氏にたいへんお世話
